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★★★　＜第8回知的財産翻訳検定【和文英訳】試験＞問題　★★★

≪１級課題　-知財法務実務-≫

【解答にあたっての注意】
１．＊＊＊START＊＊＊から＊＊＊END＊＊＊までを英訳してください。
２．解答語数に特に制限はありません。
３．課題文に段落番号がある場合、これを訳文に記載してください。
４．課題に図面が添付されている場合、該当する図面を参照してください。
　　★「課題図表の表示／非表示」リンクで表示

※以下の問題文は、画面サイズの関係から「全角40～41文字」で改行が入っています。
　表示画面が小さい場合には、文中で不自然な改行が入ることがありますので、↓の点線
　が1行で表示される画面サイズに広げてご覧ください。

--------------------------------------------------------------------------------

〔設問〕
　以下に示す特許権侵害事件についての日本語説明文を、英語に翻訳してください。
翻訳後の語数に制限はありませんが、ほぼ６００語前後を想定しています。（なお、設問
として構成する過程で、判決原文の表現などを改変している部分があります。）

＊＊＊START＊＊＊

１　はじめに
　本文は、知的財産高等裁判所（以下「知財高裁」）が、東京地方裁判所から控訴された
特許権侵害事件控訴審において下した（注目すべき）判決の概要である。

Ａ　事実関係
　日本特許第３２７８４１０号の特許権者であるキヤノンは、当該特許の請求項１０に記
載されている製造方法によって、同特許請求項１に記載されているインクカートリッジ
（以下「キヤノン製品」）を製造、販売している。
　リサイクルアシスト社（以下「リ社」）は、使用済みのキヤノン製品にインクを再充填
して得たインクカートリッジ（以下「リ社製品」）を輸入する事業を行っている。使用済
みインクカートリッジは日本国内又は外国において、キヤノンあるいはそのライセンスを
受けた者が販売したものである。
　キヤノンは、リ社製品の輸入及び販売差し止めと、リ社が保有している製品の廃棄を求
めたものである。

Ｂ　両当事者の主張
　リ社は、日本国内で販売されたキヤノン製品あるいは外国で販売されたキヤノン製品か
ら製造したリ社製品について、当該特許権は「消尽」していると主張し、自社の製品に対
してキヤノンが特許権を行使することは許されないとした。
　これに対してキヤノンは、リ社は、使用済みのキヤノン製品にインクを再充填している
のであるから、前記特許の請求項１０に記載の製造方法を用いて請求項１の技術的範囲に
属する製品を製造していることとなり、リ社製品に対して特許権の行使が求められないの
は不当である、と主張した。

２　知財高裁の判断とその理由
Ａ　物の発明に関する特許権消尽理論
　（物の発明に関する）特許の特許権者又はそのライセンスを受けた者が、日本国内にお
いて当該特許権に係る物品を譲渡した場合、当該特許権はその目的を達したものとして消
滅する。したがって、当該特許権者はもはやその特許に係る物品の使用、譲渡、又は貸与
等の行為に対して、差し止め処分を求めて特許権を行使することは許されない。
　しかし、以下のいずれかの条件が満たされる場合には、特許権は消尽することなく、特
許権者に権利行使が認められる。
　（ｉ）特許製品が、その通常の製品寿命を超えて再使用され、あるいは再利用（リサイ
クル）された場合（第１条件）。
　（ｉｉ）第三者が、特許製品の本質的な部分につき、その全部あるいは一部を置き換え、
又は改造した場合（第２条件）。

Ｂ　本事案への消尽理論の適用
　本事案では、第１条件は成立しないとされた。
　充填されたインクが消費される他、キヤノン製品の部品に物理的な変更あるいは改造が
行われることはなかったので、インクを再充填してキヤノン製品をインク容器として再利
用することができた。したがって、知財高裁は、当初充填されていたインクが消費された
時点では、キヤノン製品はまだその通常の製品寿命に達していないと判断した。
　しかし、本事案では、第２条件は成立するものとされた。
　請求項１記載の発明の目的は、従来インクカートリッジに関してあった問題を解決する
ことである。その問題は、従来のインクカートリッジと同様、安定したインク供給の効果
を奏しつつ、インクカートリッジ開封時のインク漏れを防ぐことである。
　上記の目的を達成するために、請求項１の発明は２つの本質的な構成上の特徴Ｈ及びＫ
を備えている。これらＨ及びＫは、インクを使い終わってインクカートリッジをプリンタ
ーから取り外してからしばらく後に失われる。
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　リ社が使用済みキヤノン製品であるインクカートリッジの内部を洗浄し、その内部にあ
る一定レベルを超えてインクを注入すると、前記の特徴Ｈ及びＫがリ社製品に復元される。
　したがって、第２条件が成立しており、請求項１に係る特許権は消尽していないとされ
た。

＊＊＊END＊＊＊
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